
山口県教員養成等検討協議会設置要綱 
 

山口県教育委員会 
 
（設置） 
第１条 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２２条の５の規定に基づき、山口
県の教育の振興に向けて、本県教育の担い手である教員の養成や採用及び現職教員の育
成など、大学等と連携した取組を進めるため、山口県教員養成等検討協議会（以下「協
議会」という。）を設置する。 

 
（所掌事務） 
第２条 協議会は、次に掲げる事項を検討する。 
（１）大学等と連携した教員の養成のあり方に関すること 
（２）大学等と連携した教員の採用のあり方に関すること 
（３）大学等と連携した現職教員の育成のあり方に関すること 
（４）その他、大学等と連携した取組に関すること 
 

（委員） 
第３条 協議会は、別表に掲げる委員により構成するものとし、山口県教育長が委嘱する。 
２ 委員の任期は１年とし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間
とする。 

３ 委員は再任されることができる。 
 
（会長及び副会長） 
第４条 協議会に、会長及び副会長を置く。 
２ 会長は、委員の互選により選出し、副会長は、会長が指名する。 
３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務 
を代理する。 

 
（協議会） 
第５条 協議会は、会長が招集する。 
２ 協議会の議長は、会長をもって充てる。 
３ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見を求
めることができる。 

５ 協議会の所掌事務について研究するため、必要に応じて研究部会を置くことができる。 
 
（庶務） 
第６条 協議会の庶務は、教育庁教職員課において処理する。 
 
（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、山口県教育
長が別に定める。 

 
附 則 
この要綱は、平成２５年９月２７日から施行する。 

附 則 
この要綱は、平成２６年７月１５日から施行する。 

附 則 
この要綱は、平成２８年４月１９日から施行する。 

附 則 
この要綱は、平成２９年４月１１日から施行する。 
 
 
 



別表 
 
（県内大学）           （学校関係）        

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 山口大学代表  １ 市町教育委員会教育長代表 

２ 山口県立大学代表  ２ 中核市教育委員会代表 

３ 下関市立大学代表  ３ 公立小学校長代表 

４ 山口東京理科大学代表  ４ 公立中学校長代表 

５ 周南公立大学代表  ５ 県立高等学校長代表 

６ 山口学芸大学代表  （県教委関係者） 

７ 宇部フロンティア大学代表  １ 審議監 

８ 梅光学院大学代表  ２ 教職員課長 

９ 東亜大学代表  ３ やまぐち総合教育支援センター次長 

10 至誠館大学代表    

11 山口短期大学代表    


